
（最大３項目まで回答。［Ｎ＝３１２］）

（ 50 ）
（ 20 ）
（ 4 ）
（ 33 ）
（ 13 ）
（ 10 ）
（ 5 ）
（ 39 ）
（ 4 ）
（ 0 ）
（ 5 ）
（ 20 ）
（ 2 ）
（ 2 ）
（ 13 ）
（ 1 ）
（ 6 ）
（ 19 ）
（ 10 ）
（ 1 ）
（ 1 ）
（ 0 ）
（ 9 ）
（ 4 ）
（ 9 ）
（ 1 ）
（ 5 ）
（ 3 ）
（ 0 ）
（ 7 ）
（ 3 ）
（ 3 ）
（ 10 ）

○ 上記の分類で、アンケートを実施したところ、高齢者福祉関係が最も多く、５０法人。以下、まちづくり・むらづくり関係、
障害者福祉関係、自然環境保全関係、青少年育成関係となっている。

滋賀県が認証したＮＰＯ法人３２２者（平成19年1月31日現在）にアンケート

調査を実施したところ、１３７者から回答がありました。主な問いについて

集計しました結果は以下のとおりです。

６． 健康づくり
７． 医療

８． まちづくり・むらづくり
９． 犯罪の防止
１０． 交通安全
１１． 観光の振興

１８． 青少年育成
１９． 芸術・文化の振興

１２． 自然環境保全
１３． 公害防止
１４． リサイクル

１５． 教育・生涯学習指導

３１． 職業能力の開発

男女共同参画社会の形成促進

２６． 平和の推進
２７． 災害防止・災害時支援

２５．市民活動支援（中間支援）

５． その他社会福祉

２８． 情報化社会の発展
２９． 科学技術の振興
３０． 経済活動

２０． 国際交流
２１． 国際協力
２２． 消費者問題
２３． 人権の擁護

１６． 学術研究の振興
１７． スポーツの振興

１． 高齢者福祉
２． 児童福祉
３． 母子福祉
４． 障害者福祉

３２． 雇用機会の拡充
３３． その他

２４．

ＮＰＯ法人の活動分野について

ＮＰＯ法人アンケート集計について
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［Ｎ＝１３３］

○ ＮＰＯ法人の活動範囲としては、複数の市町で活動している法人の比率が高く、約４７％である。

（複数回答可。［N＝３０８］）

○ ＮＰＯ法人の役割をどのように考えているかについて尋ねたもの。「人と人とのつながりをつくっている」という回答が最も多く

次いで、「行政では対応できない、きめ細かいサービスを提供している」、「参加者に生きがい、能力発揮の場を提供して

いる」となっている。反対に、自分たちが地域のリーダーであるという自覚は少ない。

その他

複数の都道府県にまたがく区域

滋賀県内で、複数の市町にまたがる区域

一つの市町内

一つの小学校区内

国内では活動していない

行政では対応できない、きめ細かい公共サービスを提供している

人と人とのつながりをつくっている

市民の自立や自主性を高めている

参加者に生きがい、能力発揮の場を提供している

地域のリーダー的な役割を果たしている

分からない
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地域、社会での役割について
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ＮＰＯ法人の活動範囲について



（最大３項目まで回答。［Ｎ＝２８２］）

（最大３項目まで回答。［Ｎ＝３１６］）

○ 課題としては、「活動資金が不足している」が非常に高い数字である。次いで「人材が不足している」となっており、この２項目

が課題であると考える法人が多い。

○ 「ＮＰＯに関する行政施策」については、ＮＰＯ法人が、行政が実施すべき施策としてどのようなものが重要と思うか、と尋ねた

もの。この中では、「活動資金の助成」が際だっている。活動資金が不足しているという状況は全国的に同様の傾向が

見られており、ＮＰＯにとっては非常に重要な課題である。ついで、「協働して実施する事業の促進」、「ＮＰＯ法人の担い手

となる人材の育成」が求められている。

分からない

その他

ＮＰＯ法人の担い手となる人材の育成

活動資金の助成

活動場所の助成

資材の提供

活動への参加希望者との橋渡し

法人と市民との交流機会の提供

ボランティア活動の啓発、環境づくり

協働して実施する事業の促進

ＮＰＯ法人に対する民間企業の支援の促進

中間支援組織の機能強化

何もしないほうがよい

組織運営のノウハウが不足している

活動資金が不足している

人材が不足している

情報を発信する力が足りない

周囲に活動が理解されていない

取り組みの質を上げる知識、スキルが不足している

活動の場面が不十分

他団体との連携がうまくいっていない

特に課題はない

その他

ＮＰＯ法人に関する情報提供の充実

ＮＰＯに関する行政施策について

運営上の課題について
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［N＝１３４］

［他団体と協働したことがある］ ［協働したことはない］

○ 「他団体と協働したことがある」と回答した方にその相手方、内容を聞いたもの。（複数回答可）

［Ｎ＝２７１］

［Ｎ＝２５１］

○ 協働の相手方として多かったのが、「他のＮＰＯ法人、任意団体」、次いで「市町村」という結果であった。ＮＰＯ法人に

とっては、国、県というよりは市町村の方が身近であり、協働の相手方としては当然であると言える。

企画立案への参画（政策提言）

その他

共催・共同施設

協力・後援

補助・助成

委託・請負（指定管理者含む）

学校

その他

情報交換

公の財産の使用

【相手方】

【内容】

行政（国）

行政（県）

行政(市町村）

企業

地元自治会、地縁組織

他のＮＰＯ法人、任意団体

協働の相手方・内容について

協働の有無について

73.9% 26.1%
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○ ＮＰＯ法人は、運営上の問題として「財源不足」が大きな割合を占めていることが分かったが、前年度決算における総収入

では、回答の中では高い金額を示している法人が多くなっている。この問いで回答のあった１０３法人のうち、５００万円以上

の総収入であったところは６１法人で、約６割となっている。

○ ＮＰＯ法人の総収入の中で、行政からの助成金、補助金、あるいは行政との委託契約による収入といった、行政関係からの

収入の割合について、行政依存率として分類した。ほとんど行政には頼っていない、という法人数は１３法人で約２７％を

占めている。５０％以上の収入が行政からの収入であるという法人は２１法人で、約４３％である。

７０％以上８０％未満

８０％以上９０％未満

９０％以上

６０％以上７０％未満

２０００万円以上

１０％以上２０％未満

１０％未満

２０％以上３０％未満

３０％以上４０％未満

４０％以上５０％未満

５０％以上６０％未満

２００万円以上３００万円未満

３００万円以上５００万円未満

５００万円以上１０００万円未満

１０００万円以上２０００万円未満

１００万円以上２００万円未満

［Ｎ＝４９］

［Ｎ＝１０３］

１万円未満

１万円以上１０万円未満

１０万円以上３０万円未満

３０万円以上５０万円未満

５０万円以上１００万円未満
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ＮＰＯ法人の総収入額について

ＮＰＯ法人の行政からの収入依存率区分



活動分野 高齢者福祉 の法人の総収入額分類

［Ｎ＝４５］

活動分野 障害者福祉 の法人の総収入額分類

［Ｎ＝２４］

活動分野 まちづくり・むらづくり の法人の総収入額分類

［Ｎ＝３２］

活動分野 自然環境保全 の法人の総収入額分類

［Ｎ＝１２］

２００万円以上３００万円未満

３００万円以上５００万円未満

５００万円以上１０００万円未満

１０００万円以上２０００万円未満

１０万円以上３０万円未満

３０万円以上５０万円未満

５０万円以上１００万円未満

１００万円以上２００万円未満

１万円以上１０万円未満

１万円未満

２０００万円以上

１万円未満

１万円以上１０万円未満

１０万円以上３０万円未満

３０万円以上５０万円未満

５０万円以上１００万円未満

１００万円以上２００万円未満

２００万円以上３００万円未満

３００万円以上５００万円未満

５００万円以上１０００万円未満

１０００万円以上２０００万円未満

２０００万円以上

１万円未満

１万円以上１０万円未満

１０万円以上３０万円未満

３０万円以上５０万円未満

５０万円以上１００万円未満

１００万円以上２００万円未満

２００万円以上３００万円未満

３００万円以上５００万円未満

５００万円以上１０００万円未満

１０００万円以上２０００万円未満

２０００万円以上

１万円未満

３００万円以上５００万円未満

５００万円以上１０００万円未満

１万円以上１０万円未満

１０万円以上３０万円未満

３０万円以上５０万円未満

５０万円以上１００万円未満

１０００万円以上２０００万円未満

２０００万円以上

１００万円以上２００万円未満

２００万円以上３００万円未満
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活動分野別 総収入額分類



活動分野 青少年育成 の法人の総収入額分類

［Ｎ＝１５］

○ 2000万円以上の収入額があるという法人は回答のあった１０３法人のうち、２９法人、割合では２８％になる。

該当する数が多かった活動分野別に集計してみると、やはり高齢者福祉関係、障害者福祉関係の法人で

2000万円以上の収入を得ているところが多く、自然環境保全、青少年育成ではデータ母体数は少ないが、

総収入額の階層に傾向は見られない。

（活動分野は最大３分野まで回答している。）

１０００万円以上２０００万円未満

１０万円以上３０万円未満

３０万円以上５０万円未満

５０万円以上１００万円未満

１００万円以上２００万円未満

２００万円以上３００万円未満

３００万円以上５００万円未満

５００万円以上１０００万円未満

１万円未満

１万円以上１０万円未満

２０００万円以上

0

0

0

3

1

1

0

2

4
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